
人口問題研究（J.ofPopulationProblems）81－4（2025.12）pp.273～282

特 集 Ⅰ

コロナ禍における推計（地域推計・世帯推計編）

「令和5年地域推計」からみた将来の地域別出生数

小池司朗・菅桂太・藤井多希子

Ⅰ．はじめに

近年，全国的な出生数の減少が大きな話題となっている．厚生労働省「人口動態調査」

によれば，2024年の年間出生数は686,061人（日本人）と，人口動態調査が開始されて以

降初めて70万人を割り込んだ．母親世代人口の減少に加え，2016年以降は合計出生率も再

び低下に転じてコロナ禍はその傾向に拍車をかけた形となっており，出生数の減少に歯止

めがかからない状態となっている．

地域別にみても，ほぼすべての地域で出生数は減少する傾向にあるが，その程度には大

きな差がある．地域別の出生数は，短期的には各地域の妊娠・出産支援サービスや保育サー

ビスの需要予測などに用いられることに加え，近年では地方自治体によって作成される地

方人口ビジョンのなかでKPI（KeyPerformanceIndicator）として採用されることも増

えており，将来の動向に高い関心が寄せられている．しかし，国立社会保障・人口問題研

究所による推計のうち，全国将来人口推計では出生率の仮定値により毎年の出生数が推計
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「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」（以下，「令和5年地域推計」）では，0～4歳人

口の推計に子ども女性比を用いているため，将来の各国勢調査間における出生数は推計されていな

い．そこで本稿においては，「令和5年地域推計」と整合的な地域別出生数の推計を行った．推計

に際しては，実績の出生数および出生→0～4歳の生残率から算出される0～4歳の封鎖人口と0

～4歳人口の比を推計期間中一定と仮定した．当該比は「令和5年地域推計」における人口移動仮

定の設定に採用した実績の期間の値から求めた．

推計の結果，2045→2050年の出生数について2015→2020年の出生数を100とした指数でみると，

都道府県別には87.2（東京）～40.7（青森）の範囲で分布した．市区町村別にみると，指数が50未

満となる，すなわち2045→2050年の出生数が2015→2020年の出生数の半減未満となる市区町村が過

半数を占め，若年人口の転出超過と低出生率を反映して，とくに東北において指数の低い市町村が

目立った．本推計の結果が，子育て施策を中心とする各種の地域政策の基礎資料等として広く活用

されることを期待したい．

キーワード：出生数，地域，「令和5年地域推計」，国勢調査



されているのに対して，地域別将来人口推計では子ども女性比１）の仮定値によって0～4

歳人口を直接推計しているため，地域別の出生数は算出されていない．0～4歳人口は，

出生→0～4歳の死亡と人口移動の分だけ出生数から乖離している．

こうした状況を受け，小池ほか（2020）では平成27（2015）年国勢調査を基準とした

「日本の将来推計人口（平成29年推計）」および「日本の地域別将来推計人口（平成30年推

計）」（以下，「平成30年地域推計」）と整合的な5年ごとの地域別出生数の推計を行った．

この結果に対しては，地方自治体を中心として大きな反響があり，令和2（2020）年国勢

調査を基準とした推計においても地域別出生数の推計値を算出してほしいという声も多く

寄せられたことから，今回も参考推計として，2020年国勢調査を基準とした「日本の将来

推計人口（令和5年推計）」（以下，「令和5年全国推計」）および「日本の地域別将来推計

人口（令和5年推計）」（以下，「令和5年地域推計」）と整合的な5年ごとの地域別出生数

の推計を行った．本稿では，その手法と結果の概要について述べる．

なお，「平成30年地域推計」のときと同様，次号では「令和5年地域推計」と整合的な

5年ごとの死亡数の推計値を提供する予定としており（「平成30年地域推計」と整合的な

死亡数の推計に関しては菅ほか（2020）を参照），これらを用いることによって2020～

2050年における5年ごとの人口変化の自然増減と社会増減への分解をはじめとして，地域

推計に関する様々な応用分析を行うことが可能となる．

Ⅱ．「令和5年地域推計」の枠組み

出生数の推計方法に関する説明の前に，「令和5年地域推計」の枠組みについてごく簡

単に記述する．

「令和5年地域推計」は，2020年国勢調査による市区町村別（政令指定都市の行政区も

含む），総務省統計局「令和2年国勢調査に関する不詳補完結果（参考表）」を基準として，

5年ごと2050年までの将来人口推計を行っている．市区町村境域は2023年12月時点のもの

であり，この時点で1,896市区町村が存在したが，福島県浜通り地域に属する13市町村２）

においては，東日本大震災直後に発生した原子力発電所事故により将来の人口移動傾向を

見通すことが依然としてきわめて困難であるため，13市町村をまとめて「浜通り地域」と

して推計を行った．その結果，推計対象地域の数は1,884である．

推計手法は，5歳以上については人口移動と死亡を考慮するコーホート要因法によって

いるが，本稿に関連する0～4歳人口については，同年の20～44歳女性人口に子ども女性

比（本推計では0～4歳人口を分子，20～44歳女性人口を分母とした値）の仮定値を乗じ

ることによって推計しており，上述のように出生数は推計されていない．子ども女性比の

仮定値は，2005年・2010年・2015年・2020年の4時点における全国の子ども女性比と市区
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1）通常0～4歳人口を分子，母親世代の人口を分母とした値．後述のように，「令和5年地域推計」では母親

世代の人口を20～44歳としている．

2）いわき市，相馬市，南相馬市，広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村，新地

町，飯舘村の13市町村．



町村別の子ども女性比との較差の傾向から6パターンを設定している．子ども女性比の仮

定値設定を含む「令和5年地域推計」の詳細については，国立社会保障・人口問題研究所

（2024）を参照されたい．

Ⅲ．出生数の推計手法

1． 推計式

出生数の推計方法に関して，基本的な考え方は小池ほか（2020）と同様であり，「令和

5年地域推計」において推計されている市区町村別，男女別将来の0～4歳人口から逆算

して求めた３）．「令和5年地域推計」では外国人を含めた総人口のみを推計しているため，

推計する出生数も外国人を含めた値となる．

今回の推計では，基準時点までに観察された0～4歳の封鎖人口４）と実際の0～4歳人

口の比（以下，封鎖0～4歳比）が将来も一定という仮定を置く．この仮定により，市区

町村i，性jについて観察された封鎖0～4歳比をCi,j，t・5・t年（t＝2025，2030，2035，

2040，2045，2050）５）における市区町村i，性jの出生数および出生→0～4歳の生残率を

それぞれB・t・i,j，s・t・i,j,0，t年における市区町村i，性jの0～4歳人口をP・t・i,j,0とする

と，下記の式が成立する６）．

P・t・i,j,0
B・t・i,j・s・t・i,j,0

・Ci,j

この式をB・t・i,jについて解くと，

B・t・i,j・
P・t・i,j,0

Ci,j・s・t・i,j,0
・・・①

となる．s・t・i,j,0およびP・t・i,j,0は「令和5年地域推計」により既知であるから，Ci,j（封

鎖0～4歳比）が得られればB・t・i,jが算出される
７）．

2． 封鎖０～４歳比の設定

「令和5年地域推計」では，基本仮定として，国勢調査から得られる2005→2010年，

2010→2015年，2015→2020年の5年ごと3期間における平均的な人口移動傾向を将来に適
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3）浜松市においては2024年1月1日に行政区の再編が行われ，推計単位となっている7区から3区に変更され

たが，本稿では従前の7区の単位で出生数の推計を行った．

4）封鎖人口は人口移動がなかったと仮定した場合の人口であり，5年間の出生数が0～4歳に至るまでの当該

コーホートの死亡数を差し引いた値となる．

5）「令和5年地域推計」は国勢調査人口を基準としているため，t・5・t年は，t・5年10月1日からt年9月30

日までの期間となる．以下も同様．

6）推計単位には福島県「浜通り地域」が含まれるが，以下では「浜通り地域」も含めて「市区町村」または

「市町村」と記す．

7）公表されているP・t・i,j,0は整数化されているが，B・t・i,jの算出にあたっては整数化前の小数点を含んだ値を

用いた．



用したことから，基本仮定を採用した地域においては，これに準じた封鎖0～4歳比を設

定した．具体的な算出式は，下記のとおりである．

Ci,j・
P・2010・i,j,0・P・2015・i,j,0・P・2020・i,j,0

・B・2010・i,j・D・2010・i,j,0・・・B・2015・i,j・D・2015・i,j,0・・・B・2020・i,j・D・2020・i,j,0・

ここで，D・t・i,j,0：t・5・t年に出生した人の市区町村iにおける性jの死亡数，である．

D・t・i,j,0は，厚生労働省「人口動態調査」の個票を用いて集計した．なお，「令和5年地

域推計」においては，2020→2025年に限定して新型コロナウイルス感染拡大による影響を

考慮した移動率（転出率，配分率）の仮定値を設定した地域もあるが，出生数の推計に関

してはコロナ禍の影響は小さいと考え，特別な補正は行わないこととした．

一方，2005→2010年，2010→2015年，2015→2020年の3期間のなかの2期間または1期

間における人口移動傾向を将来に適用したケースにおいては，上記と同様，仮定に準じた

封鎖0～4歳比を設定した．たとえば，2015→2020年の移動傾向を適用したケースでは，

Ci,j・
P・2020・i,j,0

B・2020・i,j・D・2020・i,j,0

となり，2010→2015年，2015→2020年の2期間の人口移動傾向を将来に適用したケースに

おいては，

Ci,j・
P・2015・i,j,0・P・2020・i,j,0

・B・2015・i,j・D・2015・i,j,0・・・B・2020・i,j・D・2020・i,j,0・

となる．

3． 推計計算

各地域における仮定に準じたCi,jを①式に代入することによって，B・t・i,jを算出した．

最後に，各地域の男女を合算した出生数の合計が「日本の将来推計人口（令和5年推計）」

の出生中位・死亡中位仮定におけるt・5・t年の出生数に合致するよう一律補正し，それ

をさらに整数化した値を最終的なB・t・i,jとした．整数化は，小数点以下をいったんすべ

て切り捨てた後，小数点以下の値が大きい順に1を加える方法により行った．

なお，各期間における一律補正の補正係数は0.965～0.966となり，小池ほか（2020）で

行った「平成30年地域推計」と整合的な出生数算出に際しての補正係数（0.961～0.963）

とほぼ同じ値となった．当初算出された出生数を3.4～3.5％ほど圧縮することになるが，

一律補正の妥当性については小池ほか（2020）にて検証を行っており，今回も同様の一律

補正を採用した．

以上により推計された都道府県別，市区町村別の出生数はWebの付表に掲載しており，

そちらを参照されたい．
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Ⅳ．推計結果の概要

以下では，推計結果から主に2015→2020年の実績値と2045→2050年の推計値に着目して，

都道府県別にみた場合と市区町村別にみた場合に分けて記す．

1． 都道府県別にみた場合

2015→2020年の都道府県別出生数を100とした場合の2045→2050年の出生数の指数を図

1に示した．

全国の2015→2020年の出生数を100とした場合の2045→2050年の出生数の指数は68.6で

あり，30年間で31.4％の減少となるが，都道府県別にみると，指数は87.2（東京）～40.7

（青森）の範囲で分布する．すべての都道府県において出生数が減少するなかで，減少の

程度には大きな地域差がみられる．相対的に高出生率の沖縄県を除き，大都市圏に含まれ

る都府県において減少率が比較的緩やかな反面，非大都市圏に属する道県では減少率が高

く，なかでも東北地方では宮城を除く5県（青森，岩手，秋田，山形，福島）において

2015→2020年から2045→2050年の30年間で半減未満となる．

5年ごとの変化をみると，多くの道府県では推計期間中に出生数が単調減少するが，

2020→2025年から2025→2030年にかけては東京・神奈川の2都県，2025→2030年から2030
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図１ 都道府県別2045→2050年出生数の指数（2015→2020年出生数を100とした場合）



→2035年にかけては埼玉・千葉・東京・神奈川の4都県においてそれぞれわずかに増加す

る．これは主に，「令和5年全国推計」においてこれらの期間で出生率の仮定値が回復し

ていることに起因する．「令和5年全国推計」では，コロナ禍の影響を考慮して2020～

2022年にかけて，コロナ禍がなかった場合と比較して初婚数の落ち込みを想定しており，

その影響はとくに第3子以降の出生数に対しては遅れて発生するものの，2023年から2035

年頃にかけては総じてコロナ禍の影響が減衰する時期に相当するため，TFR（合計出生

率）でみれば全国値はゆるやかに回復する（国立社会保障・人口問題研究所 2023）．都道

府県別にみると，多くの地域では母親世代人口（「令和5年地域推計」では20～44歳女性

を想定）の減少が出生率回復の影響を上回るため，出生数はこれらの期間においても減少

するが，若年層の転入超過によって母親世代人口の減少が緩やかな東京圏においては，両

者の影響の大小関係が逆転して一時的ながら出生数が増加に転じるケースも生じることに

なる８）．

2． 市区町村別にみた場合

2015→2020年の市区町村別出生数を100とした場合の2045→2050年の出生数の指数は図

2のとおりである．本図からは，同一都道府県内でも出生数の指数に大きな差があること

が見て取れ，県庁所在都市など人口規模が大きな市では出生数の減少率が概ね一定の範囲

内に抑えられるのに対して，とくに中山間地域に属する地域において減少率が著しく高い．
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図２ 市区町村別2045→2050年出生数の指数（2015→2020年出生数を100とした場合）

8）「令和5年地域推計」によれば，東京都では2030年から2035年にかけて20～44歳女性人口がわずかに増加する．



同じ指数についてヒストグラムで表したのが図3，地域ブロック別に指数の階級区分別

に市区町村数の割合を示したのが図4である．図4には，地域ブロック別の指数も記載し

ている．これらの図は，東京都区部を23区別，政令指定都市を1市とし，さらに「浜通り

地域」を加えた1,729市区町村としてみたものである．本図の階級区分でみた場合に最も

多く分布するのが40～50であり，361市町村（20.9％）となっている．また，全体の半数

以上（51.3％）に相当する887市町村では指数が50未満となり，30年間で出生数が半数未

満に減少する．指数が100以上となったのは（30年間で出生数が増加すると推計されたの

は），埼玉県滑川町と熊本県嘉島町の2町のみであった．
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図３ 市区町村別2045→2050年出生数指数のヒストグラム

38

157

331
361

291

222
192

106

29
2

0

50

100

150

200

250

300

350

400

20 30 40 50 60 70 80 90 100 100
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地域ブロック別に指数の分布をみると（図4），指数が40を下回る市区町村の割合が最

も高いのは東北（64.7％）であり，続いて四国（51.6％），北海道（44.1％）である．一方，

40を下回る市区町村の割合が最も低いのは東京圏（13.7％）であり，続いて九州（16.4％），

中国（16.8％）となった．東北では，指数が40を下回る県はひとつもなかったが，市町村

別にみると6割以上の地域において40を下回るという点は，県内における地域差の大きさ

を表しているといえよう．

全体としては，若年層の人口移動傾向と出生率の地域差が強く反映された結果となって

いる．若年人口の移動は次世代の人口分布に直結しており，流出超過の地域においては，

封鎖人口であれば当該地域の出生数としてカウントされるはずの一部が他地域の出生数と

なるため，出生数が大幅に減少する傾向がある．逆に，東京圏など転入超過となっている

地域では，出生率は低くとも出生数の減少は比較的小幅にとどまる．これに加えて，出生

率の地域差も指数に対して一定の影響を及ぼしており，この点はとくに東北における指数

の低さや，九州や中国における相対的な指数の高さに表れているといえる．

Ⅴ．おわりに

本稿では，「令和5年全国推計」および「令和5年地域推計」と整合的な地域別出生数

の推計を行うとともに，その結果の概要を示した．本推計の結果が，子育て施策を中心と

する各種の地域政策の基礎資料等として広く活用されることを期待したい．

「令和5年地域推計」では，それ以前の推計と同様に子ども女性比の仮定値により，出

生数の推計プロセスを経ずに0～4歳人口を推計したが，より実際の趨勢に近いと考えら

れる0～4歳人口の推計値算出を目的として，仮定値設定にあたり全国値との較差の推移

に関して詳細に分析を行った．しかしながら，出生モデルの選択（出生数の直接的な推計

が可能なモデルを含む）やその仮定値設定手法については，依然として検討の余地が多く

残されている．地域推計における出生指標の選択と推計精度の高低との間に明確な関連は

ないとされるが（山内 2014），地方自治体を中心とした地域推計ユーザの要望を踏まえた

出生モデルの選択，および0～4歳の推計値と実績値の地域別乖離の分析に基づく推計値

の精緻化に向けた仮定値設定手法に関する継続的な考察は不可欠である．令和7（2025）

年国勢調査を基準とした地域推計に向け，多角的な検討を積み重ねていく必要があるとい

えよう．
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RegionalBirthProjectionsConsistentwiththe"2023RegionalProjections"

KOIKEShiro,SUGAKeita,andFUJIITakiko

Inthe2023RegionalPopulationProjectionsforJapan(hereafterreferredtoasthe"2023

RegionalProjections"),theprojectionsutilizethechild・womanratiotoprojecttheage0・4

population.Therefore,theprojectionsdonotdirectlyprovidebirthsbetweencensusyears.Inthis

paper,wepresentregionalbirthprojectionsthatareconsistentwiththeframeworkofthe2023

RegionalProjections.Weassumethattheratiobetweentheclosedpopulationaged0・4andthe

populationaged0・4remainsconstantthroughouttheprojectionhorizon,inwhichtheclosed

populationiscalculatedfromactualbirthsandthesurvivalratestoage0・4.Wederivethisratio

fromthevaluesobservedduringthereferenceperiodusedtosetthemigrationassumptionsforthe

2023RegionalProjections.

Ourprojectionsshowthat,expressedasanindexwithbirthsin2015・2020setat100,the

numberofbirthsin2045・2050rangesfrom87.2(Tokyo)to40.7(Aomori)acrossprefectures.At

themunicipallevel,887morethanhalfofthetotalhaveindicesbelow50,meaningthattheirbirths

in2045・2050declinetolessthanhalfofthe2015・2020level.Municipalitieswithparticularlylow

indicesarenoticeableintheTohokuregion,reflectingbothnetout-migrationofyoungercohorts

andlowfertilityrates.Weexpectthattheseprojectionswillserveasfundamentaldataforvarious

regionalpolicies,especiallythoserelatedtochild-rearingmeasures.

Keywords:Numberofbirths,Region,"2023RegionalProjections",Census


